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公益社団法人スポーツ健康産業団体連合会

第 12 回シンポジウム

開催日：平成 26 年 3 月 3 日（月）15:00 ～ 18:00

場　所：スタジアムプレイス青山 9階 ビジョンホール

スポーツによる地域活性化

　Ⅰ．講演　　八木　和広 氏（国土交通省観光庁 スポーツ観光推進室長）� （資料のみ掲載）　

　　　　演題：観光立国の実現とスポーツツーリズムの推進について

　Ⅱ．第 2回 スポーツ振興賞授賞式� （略）　

　Ⅲ．スポーツ振興賞受賞者による発表� （略）　

　　　　☆スポーツツーリズム賞

　　　　〈国土交通省観光庁 長官賞〉受賞者

　　　　　神戸ランニングフェスティバル実行委員会

　　　　　発表者：西海恵里奈 氏（事務局）

　　　　〈日本スポーツツーリズム推進機構 会長賞〉受賞者

　　　　　諏訪湖温泉ラージボール卓球大会実行委員会

　　　　　発表者：大島　和憲 氏（近畿日本ツーリスト（株）松本支店）

　　　　☆スポーツツーリズム賞

　　　　〈経済産業省商務情報政策局長賞〉受賞者

　　　　　一般社団法人洞爺湖温泉観光協会

　　　　　発表者：佐々木清志 氏（事務局長）

　　　　〈日本商工会議所 奨励賞〉受賞者

　　　　　ツール・ド・三陸 2013 実行委員会

　　　　　発表者：韓　　祐志 氏（(一社 )グッド・チャリズム宣言プロジェクト代表理事）

　　　　　　　　　日向　涼子 氏（モデル）

　　　　〈スポーツ健康産業団体連合会 会長賞〉

　　　　　株式会社デサント

　　　　　発表者：戸井田朋之 氏（取締役）



外国人旅行者受入数の国際比較（2012年）
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出典： 世界観光機関（UNWTO）、各国政府観光局 作成： 日本政府観光局（JNTO）
注1： 本表の数値は2013年4月時点の暫定値である。
注2： スウェーデン､シンガポール､アイルランド､デンマークは、2012年の数値が不明であるため、2011年の数値を採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 本表で採用した数値は、韓国、日本、ベトナムを除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。
注5： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の採用時期によって、

そのつど順位が変わり得る。
注6： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する際には注意を要する。

Source: UNWTO and National Tourism Offices          Compilation: Japan National Tourism Organization (JNTO)

日本は世界33位。アジアで8位。
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2013年の訪日外国人旅行者数の増減率（国・地域別）

（出典）日本政府観光局（JNTO）

国・地域別増減率（2013年１～12月の前年同期比）

1～12月合計1036.4万人
前年同期比 24.0％増

○ 国・地域別では、昨年７月以降ビザ緩和を行った東南アジア諸国を含むアジア地域を中心に高
い増加率を示した。
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総計
1036万人

韓国
246万人
（23.7%）

台湾
221万人
（21.3%）

中国
131万人
（12.7%）

香港
75万人
（7.2%）

米国
80万人
（7.7%）

タイ
45万人
（4.4%）

シンガポール
19万人
（1.8%）

カナダ
15万人
（1.5%）

イギリス
19万人
（1.9%）

ドイツ
12万人
（1.2%）

フランス
15万人
（1.5%）

オーストラリア
24万人
（2.4%）

その他
69万人
（6.6%）

（2013年推計値）

2013年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）

マレーシア
18万人
（1.7%）

インド
8万人
（0.7%）

ロシア
6万人
（0.6%）

アジア 795万人（76.7%）
うち東南アジア 115万人（11.1%）

北米
95万人
（9.2%）

欧州
53万人
（5.1%）

※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成

インドネシア
14万人
（1.3%）

ベトナム
8万人
（0.8%）

フィリピン
11万人
（1.0%）
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2014年1月の訪日外国人旅行者数

（注） 2012年以前の値は確定値、2013年及び2014年1月の値は推計値、％は対前年(2013年)同月比

万人

1月：94.4万人 (41.2％増）

市場別増減率（2014年1月の前年同月比）訪日外国人旅行者数の推移

VJ開始

（出典）日本政府観光局（JNTO）

1000万人達成
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○ 2013年の訪日外国人旅行者数は、1036万人（前年比24.0％増）となり、2003年のビジット・ジャ
パン事業開始以来の政府目標であった年間1000万人を史上初めて達成した。
○ 円高の是正による訪日旅行の割安感の浸透の他、昨年７月以降のビザの緩和、訪日プロモー

ションなど、政府及び官民を挙げて取り組んできた諸施策が奏功したことによる成果と考えられる。

訪日外国人旅行者数の推移

訪日外国人旅行者数1000万人の政府目標を達成

VJ開始

史上初
1000万人達成

出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 注) 2012年以前の値は確定値、2013年の値は推計値

万人
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観光立国実現と
スポーツツーリズムの推進について

平成２６年３月３日

観光庁 スポーツ観光推進室

八木 和広

－66－

　Ⅰ．講演

　　　　演題：観光立国の実現とスポーツツーリズムの推進について

　　　　講演者：八木　和広 氏（国土交通省観光庁 スポーツ観光推進室長）



日本再興戦略 -JAPAN is BACK- （平成25年6月14日閣議決定）

第Ⅰ．総論

１．成長戦略の基本的考え方 ２．成長への道筋 ３．成長戦略をどう実現していくか
４.進化する成長戦略 ５.「成長への道筋」に沿った主要施策例

第Ⅱ．３つのアクションプラン

一．日本産業再興プラン

二．戦略市場創造プラン
テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸
テーマ２：クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
テーマ３：安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
テーマ４：世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現
①世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁村社会
②観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会

三．国際展開戦略

-11-

子どもを取り巻く社会のスポーツ環境の充実
○国は、旅行先で気軽に多様なスポーツに親しめるスポーツツーリズムを推進し、 子どもにとって

居住地域だけでは不足しがちなスポーツ機会を向上させる取組を推進する。

住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備
○国及び地方公共団体は、大学、スポーツ団体及び企業等と連携して、スポーツツーリズムや

観光によるまちづくりに関する専門的知識を有する人材の育成及びそれら地域スポーツに

おけるコーディネータ等としての活用を促進する。

○国及び地方公共団体は、例えば「地域スポーツコミッション」等の連携組織の設立を推進する

など、スポーツを地域の観光資源とした特色ある地域づくりを進めるため、行政と企業、スポ

ー ツ団体等との連携・協働を推進する。

スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進
○ 国は、スポーツ団体や大学等と連携し､訪日外国人への武道等の体験機会を設けるなど、

スポーツツーリズムによる国際交流を推進する。

「スポーツ基本計画」 (平成24年3月30日文部科学大臣決定)
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（観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力的な観光地域の形成）

（新たな観光旅行の分野の開拓）

○スポーツツーリズムの推進

スポーツツーリズムとは、スポーツを「観る」「する」ための旅行に加え、スポーツを「支える」人
々との交流や、旅行者が旅先で多様なスポーツを体験できる環境の整備も含むものであり、
国内旅行需要の喚起やゴルフ、スキー等スポーツへの指向性の高い外国人旅行者の訪日促
進に寄与するものである。

ＭＩＣＥ推進の要となる国際スポーツイベントの招致活動は、訪日プロモーションやシティセー
ルスと連動することで相乗効果を有するものである。

このため、平成23年度に策定された「スポーツツーリズム推進基本方針」に基づき、地域スポ

ーツコミッションの設立を促すとともに、情報の集約・発信、国際スポーツイベントの誘致・開催
支援などを担うスポーツツーリズム推進連携組織を創設する。また、2019年のラグビーワール
ドカップの日本招致成功の経験を活かし、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの招致に
取り組む。

新「観光立国推進基本計画」 (平成24年3月30日閣議決定)
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観光立国推進閣僚会議について

《安倍内閣総理大臣発言 》

○ 我が国は「2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会」の開催という大きなチャンスを得た。これ

を追い風として、2020 年に向けて、2000 万人の高みを目指していきたい。

○ このため、各閣僚においては、アイディアを総動員し、外国人旅行者に不便な規制や障害を徹底的

に洗い出していただきたい。

○ できることは速やかに実施に移していくとともに、現行の「アクション・プログラム」を改定し、政府一

丸となって観光立国を加速できるよう、協力をお願いする。

《太田国土交通大臣発言》

○アクション・プログラムの改定には、「２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会」の開催も見据え

て検討してまいりたい。とりわけ、ビザ要件の緩和、災害時の外国人旅行者の安全確保、多言語対

応、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備、出入国手続の迅速化・円滑化等の施策について加速させてい

きたいと考えており、関係閣僚におかれてはご協力をお願いしたい。

《今後の予定》
１月～５月 観光立国推進ワーキングチーム、有識者会議

実施可能な施策を速やかに実施

６月 観光立国推進閣僚会議（アクション・プログラム改定）

平成26年１月17日、第３回観光立国推進閣僚会議が開催され、夏を目途に「観光立国実現に向け
たアクション・プログラム」を改定することとなった。
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日本人国内日帰り旅行
4.9兆円（22.1%）

日本人海外旅行
（国内分）
1.3兆円（5.9%）

訪日外国人旅行
1兆円（4.5%）

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」、日本銀行「国際収支状況（確報）」より

22.4兆円

我が国経済への貢献度（経済効果）

生産波及効果 ４６．４兆円 ･･･５．１％（対国民経済計算 産出額）

付加価値誘発効果 ２３．７兆円 ･･･５．０％（対名目ＧＤＰ）

雇用誘発効果 ３９７万人 ･･･６．２％（対全国就業者数）

日本人国内宿泊旅行
15.1兆円（67.5%）

国内における旅行消費額（2011年）
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宿泊数 宿泊観光旅行回数 （注）2008年までは、20歳から79歳までが調査対象。
2009年以降は、全年齢が調査対象。

宿
泊
数
（泊
）

回
数
（回
）

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」

国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移

－67－



アメリカのスポーツコミッション（SC)の分布

全米スポーツコミッション協会 NASC (National Association of Sports Commissions)
設立は、1992年。本拠地は、オハイオ州シンシナティ。定款をもち、会費と事業費で運営。
会員は、スポーツコミッションの他、観光協会CVB、スポーツ主催団体を中心とした約560団体。

http://www.sportscommissions.org/より引用

インディアナポリス市は、都市の衰退をストップさせるために1979年に
全米初のSCを設立し、現在では、「アマチュアスポーツの首都」という

都市イメージのブランド構築に成功。 スポーツ・ヘルスツーリズム 木村、原田2009

自動車レース「インディ500」の開催、ＮＦＬ、ＮＢＡのチーム本拠地ともなっている。
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スポーツコミッションの役割（例：さいたまスポーツコミッション）

大会誘致のプロモーター
中央競技団体とのパイプ役
市・県スポーツ競技団体との連携体制
会場確保、関係機関との折衝・事務手続き代行

大会受入のコーディネーター
ボランティア組織のマネジメント
大会関連需要と市内事業者とのマッチングサービス
大会参加者・関係者・観戦者のプレ・アフター観光アレンジ

（社）さいたま観光国際協会が事務局 -16-

スポーツコミッション等連携組織の広がり

さいたまスポーツコミッション
平成23年10月

スポーツコミッション関西
平成24年4月

スポーツコミッション等
推進組織

スポーツコミッション等
類似組織、準備会、勉強会

信州版スポーツツーリズム
推進連絡会議

千葉市異業種合同研究

平成24年度 三重県
みえのスポーツ地域づくり推進事業

鹿児島県スポーツキャンプ
対策県連絡会

平成24年度
堺市スポーツを活かした観光

まちづくりに関する調査支援事業

平成24年度 長崎県
スポーツツーリズム研修会

宮崎県
スポーツランドみやざき

網走市スポーツ合宿
実行委員会

（観光庁調べ）

南房総スポーツのまちづくり

北海道スポーツ観光連絡会議

平成22年6月

新潟市文化・スポーツコミッション
平成25年10月

松本スポーツコミッション
平成25年4月

はなまきスポーツ
コンベンションビューロー

平成23年2月
佐渡版スポーツツーリズム

推進連絡会議
平成22年8月

十日町スポーツコミッション
平成25年5月29日

佐賀県スポーツコミッション
平成25年4月

ふじさんスポーツコミッション協会
平成25年4月

スポーツコミッション沖縄（仮称）
平成27年4月設立（予定）

京都府自主研究会
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スポーツツーリズムへの期待

観光庁 訪日外国人の消費動向 平成23年次報告書より
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7.9%
13.5%

0% 50% 100%

日本食を食べること

ショッピング

繁華街の街歩き

自然・景勝地観光

旅館に宿泊

温泉入浴

日本の歴史・伝統文化体験

日本の生活文化体験

美術館・博物館

ビジネス

親族・知人訪問

ナイトライフ

テーマパーク

四季の体感(花見・紅葉・雪など)
イベント

自然体験ツアー・農漁村体験

舞台鑑賞(歌舞伎・演劇・音楽など)
スキー・スノーボード

映画・アニメ縁の地を訪問

スポーツ観戦(相撲・サッカーなど)
治療・検診

ゴルフ

今回した

こと

次回した

いこと

2006年

5.9％

（推定人口）
606万人

2012年

9.7％

（推定人口）
1,009万人

過去1年間に「ジョギング・ランニング」を行った者

6年間で
約403万人
増

出典 笹川スポーツ財団「スポーツライフに関する調査２０１２

Ｊリーグの観客動員数

2004年

約717万人

2009年

約961万人

5年間で
約34％増

○訪日外国人の次回来日目的 ○国内状況

出典 笹川スポーツ財団「スポーツ白書」

次回訪問
時の実施
期待値増
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スポーツ行政の大きな動き

◎根本法のチェンジ

旧法・スポーツ振興法「スポーツそのものの振興」

「営利のためのスポーツは振興しない」

新法・スポーツ基本法（平成23年6月公布・同8月施行）

｢スポーツを通じた体力向上･健康増進･国際交流･地域活性化等｣

「スポーツ産業事業者との連携」

スポーツ基本法に基づく「スポーツ基本計画」を昨年３月に策定

（→地方も国の計画を参酌して「地方スポーツ推進計画」策定へ）

◎スポーツ行政所管（原則、教育委員会）の柔軟化

地方分権により｢スポーツ・文化｣は首長部局の所管も可能に

沖縄県（文化観光スポーツ部）H23～ 秋田県（観光文化スポーツ部） H24～
三重県（地域連携部スポーツ推進局）H24～ 佐賀県（文化・スポーツ部）H24～ 等

約40％(19/47)の都道府県、約80％(16/20)の政令市が首長部局でスポーツ振興を所管
（平成24年7月現在）

-13-

日本再興戦略 アクションプラン 戦略市場創造プラン (ロードマップ)
健康長寿・エネルギー・次世代インフラ・地域資源の４分野について、2030 年時点の達成すべき社会像、指標、ライフスタイ
ルを設定。2020 年頃（中間段階）の社会像、2030 年までの戦略分野ごとの施策展開の長期工程表を整理。

-12-
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ランナーズインフォメーション研究所 コース認定状況

【WALK003】
「桃山御陵への道」
京都/伏見桃山陵
吉岡 幸雄

23.11.4

【認定番号】
「コース名」
都道府県名/場所
推薦者
認定日

【RUN001】
「物語のある道」
東京/皇居
青木 淳（建築家）
23.11.4

【RUN005】
「ランナーの脚をつくる道」
東京/伊豆大島
有森 裕子
23.11.4

【RUN010】
「海の上を走る道」
沖縄/今帰仁村・古宇利島
喜久里 忍
25.2.20

【WALK001】
「毎日の行いがつくる道」
沖縄/竹富島
青木 淳（建築家）
23.11.4

ランナーズインフォメーション研究所 平成23年11月設立
（設立目的）
「新しい視点で、歩いて楽しい、走って気持ちがいい、自転車で行くのにいい道
を発見することで、日本中に新しい観光名所を作り出したいと考えています。
そしていつの日か、日本を世界一行きたい国にすることです」 高橋尚子所長

【RUN014】
「走りの神様がいる道」
広島／世羅町
原 晋

25.9.15
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【CYCLE002】
「風と一体になれる道」
愛媛・広島/しまなみ海道
高橋 尚子
26.2.27

【CYCLE003】
「神々が宿る山に守られた道」
鳥取/大山
小原 工
26.2.27

合計25コース
（平成26年2月27日現在）

（ 一部紹介 ）

/

22

【聯合ニュース(2013/07/11) 】 【共同通信(2013/07/11) 】

○下関海響マラソン2013（H25.11.3）では、韓国から35名の選手が参加
○神戸マラソン2013（H25.11.17）では、韓国実業団（サムスン電子）選手を招聘

日 時： 平成２５年７月１１日（木）
場 所： 韓国ソウル市
参加者： マラソン大会主催者（10）：名古屋ウィメンズマラソン、金沢マラソン、熊本城マラソン、石垣島マラソン 等
来場者： 韓国の旅行会社、メディア、マラソンクラブ等 約150名
日本の多種多様なマラソン大会を、地域における魅力的なスポーツツーリズム資源として海外で積極的に発信することにより、

大会参加を通じた訪日旅行を促進するため、昨年、初めて韓国ソウル市にて交流・商談会を実施。

プレゼンテーション

商談・交流会ゲストへのインタビュー・トークショー

マラソン・ジャパンの開催

開催終了後には、聯合ニュース、共同通信等の多数のメディアが
取り上げた。また、「下関海響マラソン2013」において韓国から35名
の選手が参加する等の成果があった。

ロングトレイルについて

日本ロングトレイル協議会
加盟トレイル（※は一部未開通）

70km 北海道中標津町、弟子屈町

200km ※ 北海道帯広市ほか5市町村

80km 長野県飯山市

170km ※長野県小諸市、群馬県
嬬恋村ほか4市町

120km 長野県小谷村

80km 滋賀県高島市

38km 長野県長和町

200km 長野県茅野市、山梨県北杜市ほか10市町村

124km 大分県国東市

○一般的に、登山道やハイキング道、自然歩道等は「トレイル」、さらに、それが数十km以上に渡るものは「ロングト
レイル」と呼ばれている。

○欧米には数多くのロングトレイルがあり、米国のアパラチアン・トレイル（約3,500km)、英国の農村部を網の目のよ
うに走るフットパス等がある。日本でも、古くから四国のお遍路の道や熊野古道等がよく知られている。
○健康と自然への志向の高まりから、ロングトレイルは国内でブームを迎えており、2011年には、長野県の信越トレ

イルや滋賀県の高島トレイル等の７つのロングトレイル関係者が日本ロングトレイル協議会を設立し、連携強化を
図っている。現在は、１０のロングトレイルが加盟している。

○環境省は、東日本大震災復興支援のため、東北海岸沿いの「みちのく潮風トレイル」の開設に取り組んでいる。

60km 長野県小諸市
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「雪マジ！19～SNOW MAGIC～」は、スキーエリアを訪れる若者を増やし、今後長きに
わたってスノーアクティビティ市場と日本全国の雪の地域を活性化させる仕掛け。
北海道から宮崎まで日本には数多くあるスキー場を抱える中山間地域を活性化する

ため、全国１３６か所のスキー場と連携（2012年度実績）し、１９歳限定に、リフト券を
シーズン中、何度でも無料にすることで、多くの若者にスノーアクティビティ体験のきっ
かけを提供した。2012年度実績、１９歳会員数約10.8万人は、日本の19歳人口（120万
人）の１割弱にあたり、１人当たり訪問回数平均3.21回のため、雪山への、のべ動員数
は約３４．６万人となった。
キャッチコピーは「10代最後の冬に、雪の魔法（SNOW MAGIC）が、かかる」

取組名：若年需要創出による日本のスノーエリア再活性化プロジェクト雪マジ！１９～SNOW MAGIC～
団体名：株式会社リクルートライフスタイル

日本全国１３６カ所のスキー場をまとめ、「１９歳」に対してシーズン中「何回滑ってもリフト券無料」による中長期の需要創出策

スノーアクティビティ市場はエントリー依存型

年代が上がるにつれ参加率が上がる「ゴル
フ」などとは違い、スキーは年代が上がると
新規エントリー者はほとんどいない。事前調
査により、「19歳（大学１年生の冬が多い）に

友人同士でスノーボードデビューするかが、
その後のスキー場リピートの分かれ目にな
ることが判明。

なぜ１９歳か？

【2011年度】参加スキー場89か所
19歳会員登録数4万9,290名
ゲレンデ延べ動員数12万8000名(推計）。
1人あたり来訪平均2.61回
【2012年度】参加スキー場136か所
19歳会員登録数10万7961名
ゲレンデ延べ動員数34.6万名(推計）。
1人あたり来訪平均3.21回

実績

若年層は近い未来のファミリー層。若
い時にやらなければ、ファミリーになっ
た時に復活しない

現在のスキー場は、ファミリー層顧客
が最も多いが、それは20年前のスキー
大ブーム時代に20歳前後だった若者
が、今、40歳前後のファミリー層となり、
スキー場に子連れでリバイバル。

１シーズン限定で「無料」であることで、
集中して複数回行き、上達による満足
度向上、リピート向上を狙う
19歳だけ、と、１シーズン限定にする

ことで、集中して複数回、スキー場訪
問する。すると「上達」するため、ス
ノーアクティビティの楽しさがわかり、
翌年のリピート意向が極大化する。

ITビジネスなどで良く見られる「フ

リーミアム」ビジネスモデルをス
キー場へ応用。リフト運行は、満
席でも空席でもコスト変動がない。
「無料」により、付帯収入のアップ
や、翌年以降のリピートにつなげ、
単なる安売りではない持続可能
な戦略へ。

全国20か所以上でセミナー

を開催しデータ共有と対話
の場を持ち、スキー場運営
者、地域行政、宿泊施設の
方々と意見交換しながら賛
同を募り、「市場データと話
し合いから生まれるプロ
ジェクト」として展開。

特徴１ 特徴２
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ウィンタースポーツによる訪日外国人誘致（ニセコ）②

「北海道観光入込客数調査報告書」によるニセコ町の国別訪日外国人宿泊者数（延べ人数）
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10,000
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14,000

16,000

18,000

20,000

中 国 韓 国 台 湾 香 港 シンガポール マレーシア タイ インド ロシア イギリス フランス ドイツ 米 国 カナダ 豪 州 その他

平成15年度 平成16年度
平成17年度 平成18年度
平成19年度 平成20年度
平成21年度 平成22年度
平成23年度 平成24年度

中 国 韓 国 台 湾 香 港
シンガ
ポール

マレー
シア タイ インド ロシア イギリス フランス ドイツ 米 国 カナダ 豪 州

その他 計

平成15年度 245 4,630 1,318 2,901 66 0 66 7 9 233 59 189 220 9,943 
平成16年度 266 4,242 2,430 3,431 379 67 110 53 35 366 91 967 1,396 13,833 
平成17年度 199 3,489 4,544 6,450 751 30 230 32 34 548 195 2,987 1,671 21,160 
平成18年度 403 2,751 6,744 6,764 1,234 284 453 92 86 761 114 3,720 907 24,313 
平成19年度 1,674 2,495 13,250 7,999 2,118 185 1,024 50 33 980 87 6,577 3,139 39,611 

平成20年度 1,397 1,267 5,372 8,632 2,512 247 1,314 87 115 3,127 138 3,494 3,907 31,609 
平成21年度 3,604 2,223 3,771 15,802 3,423 199 1,433 268 154 2,842 251 5,330 2,752 42,052 

平成22年度 5,564 4,055 4,971 14,859 7,301 3,299 1,312 224 378 2,505 110 340 2,590 284 11,463 2,434 61,689 

平成23年度 5,545 8,089 4,554 12,592 5,242 965 741 20 261 1,354 281 343 3,051 632 7,528 3,494 54,692 

平成24年度 4,957 13,919 11,298 17,550 8,630 2,318 3,592 114 449 1,620 214 153 3,508 555 15,206 4,215 88,298 

出典：北海道観光入込客数調査報告書 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/irikomi.htm-18-

ウィンタースポーツによる訪日外国人誘致（ニセコ）①
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開催決定年を含むそれ以前10年間のトレンド

開催決定年
（2005年）

ロンドンオリンピック開催
　　　　　　　（2012年）

(注)英国を訪問した外国人の総数(日帰り客を含む)。
(資料）Office for National Statisiticｓ
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北京オリンピック開催
（2008年）

WTO加盟
（2001年）

(注)中国への外国人到着数（香港、マカオ、台湾人を除く）。
(資料）国家旅游局
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アテネオリンピック開催
（04年）

(注)ギリシャを訪問した外国人到着数。
(資料）Greek National Tourism Organization, National Statisitical　Service
　　　　 of Greece, World Bank
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欧州連合発足
(93年)

(注)スペインを訪問した外国人数（日帰り客を含む）。
(資料）Venancio Bote Gómez (1994)、Instituto de Estudios Turistiscos等

（年）

ギリシャ（2004）

オリンピック・パラリンピック開催決定後は、開催国のインバウンド需要が長期間にわたって喚起される傾向がある

スペイン（1992）

英国（2012）
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開催決定年
（93年）

シドニーオリンピック開催
（2000年）

開催決定年を含むそれ以前10年間のトレンド

(注)1年以内の滞在を目的とした外国人到着数。
(資料）Aｕｓｔｒａｌｉａｎ Bｕｒｅａｕ of Statistics

(年）

オーストラリア（2000）

中国（2008）

出典：みずほ総合研究所株式会社

オリンピック・パラリンピック開催決定後のインバウンド観光客数の傾向
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2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の経済波及効果

試算を行った主体
経済波及効果
（生産誘発額）

雇用誘発数 観光関係

東京2020オリンピック・
パラリンピック招致委員会

（2012年6月）
約２兆９６００億円

約１５万２千人
東 京 都 ：約８万４千人

その他の地域：約６万８千人

－

みずほ総合研究所株式会社
（2013年9月）

約２．５兆円 約２１万人
①観戦客消費 2074億円
②観光客数 海外80万人を含
む505万人

森記念財団 都市戦略研究所
（2014年1月）

約１９．４兆円 約１２１万人

①訪日外国人の増加
（消費拡大）1570億円
②宿泊施設の建設増加
（建築投資額増大）3950億円

経済効果の試算
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2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた観光戦略

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
効
果
の
持
続

リオデジャネイロ五輪

２
０
２
０
年
東
京
五
輪
決
定

東
京
五
輪
開
催

２０１３年

２０１6年

２０２０年

○外国人受入環境の整備
多言語対応、無料Wi-Fi、買い物環境（免税店、クレジットカード）、宿泊施設の充実・多様化・情報提供、CIQの
充実、ファーストレーンの設置、案内所・案内ガイドの充実 等

○オリンピック開催決定を契機とした MICE 誘致のプロモーション強化

○オリンピック・パラリンピックに関する文化プログラムの実施

○オリンピック開催国「日本」という国際的注目度を活かした訪日プロモーション

○事前合宿の日本各地への誘致

○魅力ある観光地域づくりを促進し、
オリンピック開催効果を地方に波及

○各種国際競技大会の日本各地への誘致

東京をゲートウェ
イとして地方へ
（東京プラス１、

プラス２）

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた観光庁の体制

○ ２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会の円滑な準備に資するため、観光庁内に観光庁審議官を
室長、課長クラスを副室長とする「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会準備室」を設置。
（2013年10月4日）

○ 当準備室は、過去の類似事例の情報収集、関係業界や省庁等との連絡調整、2020年オリンピック・パラ
リンピック東京大会を中心とした受入体制に関する調査・企画立案などを担う。

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に関する観光関連の連絡会を開催

○2013年10月16日、2020年オリンピック・パラリンピック

東京大会に関連する今後の行政の動き・取組等について
の情報提供を目的とした連絡会を開催。

○行政からの情報提供として、観光庁、鉄道局、自動車局、
海事局、港湾局、航空局より説明を実施。

○早稲田大学スポーツ科学学術院 原田宗彦教授より「オ
リンピックと観光」について特別講演も実施。

○2014年2月13日、文化庁、観光庁及びブリティッシュ・カウン

シルの共催で、文化政策・観光関係者・行政関係者向けに、
「2012年ロンドンオリンピック・パラリンピック競技大会の文化プ
ログラムに関する情報連絡会～2020年に向けて～」を開催。

○英国の「カルチュラル・オリンピアード」実施に際して中心的な
役割を果たしたルース・マッケンジー氏（ロンドン2012カルチュラ

ル・オリンピアード・ディレクター）など３名の方々による講演を実
施。

参加者
経団連、商工会議所、コンベンション事業協会、ジャパンショッピングツーリズム協会、通訳協会、旅行事業者、ホテル・旅館、不動産会社、レンタカー協
会、バス協会、ハイヤー・タクシー協会、自動車メーカー、航空会社、空港ターミナル会社、旅客船協会、クルーズ事業者、鉄道事業者、広告代理店、メ
ディア、流通物販、ＩＴ関連企業、都道府県・政令市など

※ 「カルチュラル・オリンピアード」
ロンドン大会開催4年前の2008年

からロンドンのみならず英国全土で
開催され、合計で約18万にも及ぶ
様々な文化イベントに4,300万人の
人々が参加したプログラム。
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関係閣僚会議（主宰：下村担当大臣）※組織委設立後

関係府省庁次官級連絡会議（主宰：杉田副長官）

東京都・JOC・JPC・大会組織委員会、地方公共団体等

下村 文部科学大臣

オリンピック・パラリンピック
の開催そのものに係る
国としての事務を担当

円滑な準備に資するため行政各部の所管する事務の調整を担当
下村 オリンピック・パラリンピック担当大臣

内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室
室長 － 平田竹男 内閣官房参与
内閣官房・文科省・厚労省等の職員27名で構成内閣オリパラ室

兼務

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた政府の体制図
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・競技力向上
・国立競技場
・Sport for 

tomorrow
等

文
部
科
学
省

各省庁が責任を持って開催準備及び関連する取組を担う

関係団体等との連携

JOC:日本オリンピック委員会、JPC：日本パラリンピック委員会

等

・・・

人
事
院

宮
内
庁

国
土
交
通
省

環
境
省

防
衛
省
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○ 市場に対して訴求性が高く、旅行商品として定着し、その地域の持続的な活性化につながるか、
という観点等から、全国の７８地域で事業を実施（平成２５年３月に地域を選定）。

○ 地域の特色ある資源を活用するという観点から、地域の食・酒、農業体験、美容・癒し、伝統工
芸・芸能、島のくらしそのもの、サイクリング・トレイルランニングなど様々な素材を旅のテーマと
した取組を実施。試行ツアーによる効果検証を踏まえた観光資源の確実な商品化などを進める。

「官民協働した魅力ある観光地の再建・強化」事業

地域の特色ある素材の発掘や地域と旅行会社、交通事業者、旅行メディア等の総力を結
集した枠組みによる確実な商品化と情報発信等を行い、魅力ある観光地づくりを推進

事 業 名 地 域

北海道の地域資源を活用したサイクリング観光客の誘致促進事業
（企画者：北海道商工会議所連合会）

北海道内全域

ビワイチ！ トレイルランニング プロジェクト
（企画者：（社）びわこビジターズビューロー）

滋賀県内全域

高知のベースボールツーリズム～地域交流がプロ野球選手を育てる～
（企画者：高知ファイティングドッグス球団株式会社）

高知県高知市、越知町

草野球キャンプＩｎ宮古島
（企画者：宮古島オリックス協力会）

沖縄県宮古島市

選定されたスポーツ関連案件の例
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事前トレーニングキャンプ地について（その３）

出典：英・ガーディアン紙公式サイト
http://www.theguardian.com/sport/interactive/2012/jun/26/london-2012-olympics-training-interactive-map

③ 2012年ロンドンオリンピック・パラリンピックの状況について（ガーディアン紙、テレグラフ紙より）
○2008年、ロンドンオリンピック・パラリンピック組織委員会（LOCOG）は、ロンドン以外の地域にオリンピック・レガシーを拡散させるた

め、事前トレーニングキャンプ候補地としてLOCOGから公認された600施設のリストを発行し、同年に開催された北京オリンピック・
パラリンピック競技大会で各国オリンピック委員会等に配布した。

○各地や大学が、各国オリンピック委員会や各国競技団体に対して、熱心に招致活動を展開。
○ LOCOG公認候補地でトレーニングキャンプを行う場合、キャンプを実施する国のオリンピック委員会に対して、 LOCOG から最大

25000ポンドが支給される仕組み。
○100以上のチームが英国でキャンプを実施。

※アイルランド

※イングランド・レシャースター

※イングランド・エセックス
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出典： Tokyo2016東京オリンピック・パラリンピック招致委員会
http://www.shochi-honbu.metro.tokyo.jp/bid-committee/jp/whytokyo/camp.html

事前トレーニングキャンプ地について（その２）

【例】香川県（陸上・カヌー・ボート）の合宿練習状況（香川県、北京五輪香川合宿オフィシャルブログより）
○県は、2008年１月にフィンランド及びデンマークチームと北京オリンピック事前合宿の実施について合意
○期間は7月28日～8月21日
○選手・役員延べ619人、見学者延べ3000人、通訳ボランティア57人、練習会場ボランティア（高校生）延べ250人
○フィンランド（陸上・カヌー・ボート） ・デンマーク（陸上）の他、エストニアやエジプトの陸上選手らもデンマークといっしょに参加
○合宿の他、歓迎交流会や投てき記録会などを実施

② 2008年北京オリンピック・パラリンピック競技大会時の状況について

日 付 香川県の招致活動及び選手団の動きについて

2007年
9月

北欧４カ国の在日大使を訪問し、香川県での事前合宿を要請

2007年
11月

フィンランドボートチームの選手・コーチによる香川県視察

2007年
12月

フィンランドカヌーチームのコーチによる香川県視察

2008年
1月28日

香川県知事が定例記者会見で、フィンランド及びデンマークチームと
北京オリンピック事前合宿の実施について合意した旨を発表

2008年
7月28日

カルヤライネン選手（フィンランド ハンマー投）らが来県
香川合宿開始

2008年
7月29日

フィンランドボートチームなど来県

2008年
8月5日

フィンランドチーム20人､デンマークチーム14人来県。
その後､次々と来県

2008年
8月6日

フィンランドボートチーム北京へ出発

2008年
8月8日

フィンランドチーム19人来県（大規模な来県はこの日まで）

2008年
8月11日

オリンピックの競技日程に合わせ北京へ出発
（大規模な離県はこの日～18日）

2008年
8月21日

最後まで残っていた、ホルメン選手（フィンランド マラソン）らが北京
へ出発。香川合宿終了

出典：香川県公式サイト http://www.pref.kagawa.lg.jp/
北京五輪香川合宿オフィシャルブログ http://olympic.ashita-sanuki.jp/

※2008年北京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催期間は8月8日～8月24日及び9月6日～9月17日

○世界各国より５０チーム以上が日本の各地で事前トレーニングを実施。（Tokyo2016東京オリンピック・パラリンピック招致委員会よ
り）
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事前トレーニングキャンプ地について（その１）

① 2002年FIFAワールドカップ日韓大会時の状況について（自治体国際化フォーラム、えひめ地域政策研究センター（ECPR）より）

○1999年1月に（財）2002年ワールドカップサッカー大会日本組織委員会（JAWOC）がトレーニングキャンプの候補地の募集を開始。
○募集にあたり、「２面以上の良質な芝のグラウンド」「夜間照明施設」「屋内トレーニング施設」「選手・関係者を収容できる施設」

「宿泊施設からバスで１５分以内の距離」など２１項目の条件が付された。
○全国から84箇所の自治体から応募申請があり、2000年11月に開催されたJAWOC理事会において、全てキャンプ候補地として

承認。
○各候補地の招致活動の結果、32チーム中24チームが、28の自治体の所有する施設において準備キャンプ及びチーム本部を設

置することが決定。
○各自治体においては、来訪したチームやサポーターに対し、自分の国や街を伝えようとする事のみならず、大会を機会に訪れる

国の文化、食、風習等を理解し、様々な交流を行った。

2002年FIFAワールドカップ時の主な合宿地

国 名 キャンプ地（都道府県） 備 考

ドイツ 宮崎市（宮崎県） 準備キャンプ・チーム本部

サウジアラビア 調布市（東京都） 準備キャンプ・チーム本部

アイルランド
出雲市（島根県） 準備キャンプ・チーム本部

千葉市（千葉県） チーム本部

カメルーン

中津江村（大分県） 準備キャンプ

富士吉田市（山梨県）
河口湖町（山梨県）

チーム本部

アルゼンチン
広野町（福島県）
楢葉町（福島県）

準備キャンプ・チーム本部

ナイジェリア 平塚市（神奈川県） 準備キャンプ・チーム本部

イングランド 津名町（兵庫県） 準備キャンプ・チーム本部

スウェーデン 宮崎市（宮崎県） 準備キャンプ・チーム本部

イタリア 仙台市（宮城県） 準備キャンプ・チーム本部

クロアチア
十日町市（新潟県） 準備キャンプ・チーム本部

富山市（富山県） チーム本部

エクアドル 鳥取市（鳥取県） 準備キャンプ・チーム本部

出典：自治体国際化フォーラム http://www.clair.or.jp/j/forum/forum/articles/sp_jimu/157_1/INDEX.HTM

国 名 キャンプ地（都道府県） 備 考

メキシコ
福井県
三国町（福井県）

準備キャンプ・チーム本部

日本 磐田市（静岡県） 準備キャンプ・チーム本部

ロシア 清水市（静岡県） 準備キャンプ・チーム本部

ベルギー
熊本市（熊本県）
大津町（熊本県）

準備キャンプ・チーム本部

チュニジア
奈良県 準備キャンプ・チーム本部

佐伯市（大分県） 準備キャンプ

フランス 指宿市（鹿児島県） 準備キャンプ

セネガル 藤枝市（静岡県） 準備キャンプ

デンマーク 和歌山県 準備キャンプ・チーム本部

ウルグアイ
裾野市（静岡県）
御殿場市（静岡県）

準備キャンプ

スロベニア 美作町（岡山県） 準備キャンプ

南アフリカ 上野市（三重県） 準備キャンプ

パラグアイ 松本市（長野県） 準備キャンプ

コスタリカ 鈴鹿市（三重県） 準備キャンプ
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地方への観光客誘致と地域活性について（英国での例）

「 Shifting the Dial 」(Visit Britain) 、「ファクトシートロンドン2012」、「IOC調整委員会最終報告」等より作成

・204ヶ国より約10500人の選手が参加
・登録メディアだけで21000
・世界中で約48億人が視聴
・100以上のチームが英国でキャンプを実施

大会の開催

世界主要50か国を対象とした「総合的な国家ブランド」ランキングで、

英国は順位を一つ上げ４位へ。

大会開催と連動して、大規模なマーケティング活動や数々のＰＲ活動、そして、次のような種々の
プログラムが展開された。
（例）

○英国全土における文化プログラムの展開
○聖火リレーの英国全土縦横断
○ライブサイトの活用
○ロンドン2012インスパイアプログラム

６３％が、オリンピックのおかげで英国旅行への関心が高まったと回答。
７５％が、ロンドン以外の英国各地も訪れてみたいと回答。

32

2012年ロンドンオリンピック・パラリンピック開催に伴う訪英外国人旅行者推移

◆年別比較（2010年～2012年、及び2013年第2四半期までの累計数） （単位：千人）

◆四半期毎比較（2010年～2013年第2四半期） （単位：千人）

○ 2012年通年の訪英外国人旅行者数は対前年比 0.9％増。
○ オリンピック・パラリンピックの開催された第3四半期（7月～9月）の訪英外国人旅行者数は対前年比 4.2％減。
○ オリンピック・パラリンピックを主目的とする訪英外国人旅行者の９割はパッケージツアーではなくＦＩＴ。

2010年 2011年 2012年 2013年

29,803
（対前年比0.3％減）

30,798
（対前年比3.3％増）

31,084
（対前年比0.9％増）

15,282
（第2四半期までの累計）

2010年 2011年 2012年 2013年

第1四半期（1月～3月）
5,904 6,113 6,249

(対前年同期比2.2％増)
6,389

第2四半期（4月～6月）
7,754 8,307 8,457

(対前年同期比1.8％増)
8,893

第3四半期（7月～9月）
8,985 9,172 8,786

(対前年同期比4.2％減)
－

第4四半期（10月～12月）
7,160 7,205 7,592

(対前年同期比5.4％増)
－

-31-英国国家統計局のデータより作成出典：「Shifting the Dial」(Visit Britain)

オリンピック・パラリンピック開催国のインバウンドの増減
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※ 左側のグラフは開催前年に対する開催年の増減割合を、右側のグラフは開催年に対する開催翌年の増減割合を示す。
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開催年 開催国 開催都市 参加人数 参加国数

1985年 第1回 カナダ トロント 8300 61

1989年 第2回 デンマーク
ヘアニング、オールボー、
オーフス

5500 76

1994年 第3回 オーストラリア ブリスベン 25000 71

1998年 第4回 アメリカ ポートランド 25000 100

2002年 第5回 オーストラリア メルボルン 26000 97

2005年 第6回 カナダ エドモントン 22000 88

2009年 第7回 オーストラリア シドニー 32000 95

2013年 第8回 イタリア トリノ 19000 107

2017年 第9回 ニュージーランド オークランド (目標)25000

2021年 第10回 日本 関西 (目標)30000

World Masters 
Games Olympic

概要 ●原則4年ごとに開催されるマ
スターズ世代を対象とした
世界規模の国際総合スポーツ
競技大会。
●国や地域を背負わず、誰で
も参加できる。
●ツーリズム・イベントとして認
知されている。

●4年ごとに開催される世界の
アマチュアのトップクラスを
対象とした国際総合スポーツ競
技大会。
●各国・各地域から代表を選
抜して参加する。

統括組織 世界： IMGA ヨーロッパ
:EMGA
アジアや日本を統括する組織
は現在はない。

世界：IOC
日本：JOC

選手として
の参加条
件

無条件、参加料を払った人全
員

各国オリンピック委員会（NOC）
が選抜

大会規模 選手参加者数：100か国前後、
約2万人～3万人
総事業費：１０億円（トリノ大会）

～28億円（シドニー大会）

※会場は既存施設を活用、新
たに施設建設の必要なし

選手参加者数：200か国前後、
約1万人。
総事業費：数千億円～数兆円
(公共事業のカウント方法によ
る)

World Masters Games（WMG）とオリンピックの違い

World Masters Games（WMG）の開催地と大会規模
2013年11月10日、西本願寺における基本合意書調印式

/

会 長 ｶｲ ﾎﾙﾑ

メンバー タﾏｽ ｱｼﾞｬﾝ
ﾃﾞﾆｽ ｵｽﾞﾜﾙﾄﾞ
ﾎﾞﾌﾞ ｴﾙﾌｨﾝｽﾄﾝ
ﾌｨﾙ ｸﾗｳﾞｪﾝ
ﾄﾞﾝ ﾎﾟｰﾀｰ
ｼﾞｮﾝ ｺｰﾃｽ
ｶルロｽ ﾅｯｽﾞﾏﾝ

元IOC（国際オリンピック委員会）メンバー、
元NOC（国内オリンピック委員会）デンマーク会長
IOCメンバー、国際ウェイトリフティング連盟（IWF）会長
IOCメンバー、国際ボート連盟（FISA）会長
国際バスケット連盟元会長
IOCメンバー、国際パラリンピック委員会（IPC）会長
国際ソフトボール連盟会長
IOC理事、NOCオーストラリア会長、スポーツ仲裁裁判所（CAS）所長
IOC理事メンバー、NOCブラジル及びNOCリオ会長

■ World Masters Games の理念

■ 国際マスターズゲームズ協会(IMGA) 主要メンバー

１．「スポーツ・フォー・ライフ」の理念を普及する。
２．生涯スポーツの目標設定と長期的関与を啓発する。
３．国際的環境のもと、多様な分野から構成されるスポーツ大会を開催する。
４．年齢・性別・人種・宗教・スポーツレベルに関係なく、世界中の成人・

中高年にスポーツを促す。
５．世界中の子どもたちに生涯を通じた競技スポーツを啓発するための良い

手本を示す。
６．世界各地からの参加者に対して、開催地や主催国の文化的・観光的体験を

提供する。 -41-

第10回ワールド・マスターズ・ゲームズ 関西2021 開催決定！

ワールドマスターズゲームズ (World Masters Games) とは、国際マスターズゲームズ協会（IMGA：スイスのローザンヌに本部
を置く）が主催し、4年に一度、開催される成人・中高年のための『生涯スポーツの世界最高峰の国際総合競技大会』です。
これまでに、夏の大会が８回、冬の大会が１回開催されています。2020年東京オリンピック・パラリンピックの翌年、2021年に
関西での開催が決定しました。

What’s “World Masters Games ”

ワールド・マスターズ・ゲームスは能力や年齢を問わず、スポーツを愛する人々が集い、それぞれの自己の持てる最大の
力を発揮して、スポーツに賭ける情熱を示す競技会で、元チャンピオンからビギナーまで、スポーツ愛好家であれば誰で
も参加することができます。

スポーツを楽しみ、スポーツを通じて健康を維持し、いつまでも若々しくあること

/

● 各国で予選はなく登録すれば大会出場可能。競技資格や選抜基準を設けず、
参加基準は年齢のみ(30歳以上)で上限は無い。

● 約３０競技から成るプログラムに複数エントリーすることが可能。

● 男女・年代別（通常５才ごと）に種目が行われ、各年代別にメダル授与される。

● 元プロや元オリンピック選手も出場し、キャリアを超えて一般アスリートと競技を行う。

● チームスポーツやペアスポーツは多国籍チームでの出場も可能。

● 同伴者用の大会エントリーが存在し、応援者としての参加証明書が授与される。

● 全ての競技において、各競技者の成績やチームの試合結果がマスターズ
大会公認記録として正式登録される。

● 平均９日間の大会期間と前後の観光滞在のため、生涯スポーツ大会では
最長の滞在期間。

● ワールドマスターズゲームズに向けて、新たに会場を建設することは禁止され
ているため、新たな会場建設費用は不要。

■ World Masters Games の特徴
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事前トレーニングキャンプ地について（その４）

④ 2016年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会の現在の状況について

○2011年5月25日の報道から
州と都市の自治体の代表を集めて、事前合宿地に関するセミナーが
開催された。ブラジル全国から選ばれた355の候補地が次のステップ
に進む。

○2012年1月24日の報道から
2016年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック組織委員会は、事
前トレーニングキャンプ候補地として73都市、172施設を承認したこと
を発表。承認された施設は、国際競技団体やNOCs、NPCsによって指
定された厳しい技術基準を満たしているか否かの12か月の評価を経
て選抜された。

○2012年7月25日の報道から
2016年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック組織委員会は、来
週ロンドンで各国代表を集め、ブラジルにおける事前合宿施設の公式
ガイドを発表する。これは主にオリンピック経験が少ない国が活用する
ためのもので、オリンピック大国は既に直接、各クラブや都市との交渉
を進めている。

○2013年3月12日の組織委員会公式サイトから
2016年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック組織委員会は11日、
オリンピック事前合宿施設のリスト登録手続きを新たにし、技術的要件
を満たし国際競技団体の推薦のあるブラジル全土のスポーツ施設か
らの募集を4月19日まで受け付ける。新たにリストに加えられる可能性
が高いのは、連邦・州・市、公立・私立学校、軍隊、民間スポーツクラ
ブ、スポーツ系企業等の所有する施設。

参考：Rio 2016™ Pre-GamesTraining Camps Guide http://rio2016.com/pregamestraining/
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⑤ 2019年に日本で開催されるラグビーワールドカップでは、（公財）ラグビーワールドカップ２０１９組織委員会が２０１５年３月頃の試
合開催地決定後、事前キャンプ地の選定プロセスを始める予定。
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